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都
本
部
は
今
年
度
に
お
い
て
も
人
員
確
保
闘
争
・
現
業
統
一
闘
争
を
融
合
さ
せ
、
力
強
く
闘

い
を
展
開
す
る
。

都
本
部
現
業
評
議
会
は
５
月
２
７
日
（
火
）
、
中
野
セ
ン
ト
ラ
ル
パ
ー
ク
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス

に
お
い
て
、
都
本
部
現
業
統
一
闘
争
総
決
起
集
会
を
開
催
し
た
。
会
場
を
埋
め
尽
く
す
１
６

単
組
８
９
人
の
仲
間
が
結
集
し
、
最
重
点
課
題
で
あ
る
新
規
採
用
獲
得
に
向
け
て
意
思
統
一

し
た
。
都
本
部
現
評
は
あ
き
ら
め
る
こ
と
な
く
、
職
の
確
立
・
再
公
営
化
を
目
指
し
て
み
ん

な
で
頑
張
ろ
う
！

自治労都本部現業統一闘争
（第１次闘争）総決起集会

必要とされる“現場力”の回復を！

「現業職場における諸課題（新規採用・高齢期・再公営化）
克服にむけ、今、取り組むべきこと」

現場を知っている人がいなくなってしまえば自治体が弱くなり、自分たち
で政策提言できなくなる。災害対策基本法が閣議決定され、国の災害対
策の取り組みは強化されている。それはそれで良いことだが、果たしてそ
れでいいのか。災害が起きた時に現場実情を知っている自治体が地方
自治の観点で主体性を持って災害対応にあたるとき、ここから先は国の
支援が必要だということを発信していかなければならない。多くの自治
体は現場力、現場力に基づいた企画力がなくなっているので、国からの
マッチングやモデルをそのまま運用している。果たしてそれで地域実情に
見合った公共サービスを提供できるのか。そういったことも含めて直営
の維持を考えていかなければならない。

自治労は組織内議員を送り出しているからこそ、自治労へ審議会への出
席などが求められる。委託のことについても岸議員から発言している。
総務省は得票数を見ている。一つひとつの重みが変わってくる。
「岸まきこ」の名を広げる取り組みの強化をお願いしたい。

吉
村
現
業
局
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都本部現評は
団結してがんばろう！
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